
行政委託型公益法人等改革の実施計画各府省案（いわゆる「補助金依存型」公益法人）

種
類

対象公益法人 法人所管官庁
補助金等交付実績額

(千円)
措置方針 措置予定時期

財 人権教育啓発推進センター
総務省
法務省
文部科学省

706,503
補助金等の年収比率を２／３未満にする改善計画の策定
が必要

13年度

財 明るい選挙推進協会 総務省 1,082,883 その他（特段の理由がある場合） －

財 世界政経調査会 内閣府 333,907 その他（特段の理由がある場合） 17年度

社 国民出版協会 内閣府 193,646 その他（特段の理由がある場合） 17年度

社 国際情勢研究会 内閣府 153,504 その他（特段の理由がある場合） 17年度

社 民主主義研究会 内閣府 128,919 その他（特段の理由がある場合） 17年度

社 東南アジア調査会 内閣府 87,591 その他（特段の理由がある場合） 17年度

社 全国ダンプカー協会
警察庁
国土交通省

68,032 補助金等の年収比率が２／３未満に改善 14年度

財 防衛施設周辺整備協会 防衛庁 4,936,468 補助金等の年収比率が２／３未満に改善 17年度

財 自衛隊援護協会 防衛庁 552,698
補助金等の年収比率を２／３未満にする改善計画の策定
が必要

17年度

財 人権教育啓発推進センター
総務省
法務省
文部科学省

706,503
補助金等の年収比率を２／３未満にする改善計画の策定
が必要

13年度



種
類

対象公益法人 法人所管官庁
補助金等交付実績額

(千円)
措置方針 措置予定時期

財 フォーリン・プレスセンター 外務省 487,675 その他（特段の理由がある場合） 現行措置継続

財 アジア福祉教育財団 外務省 760,437 その他（特段の理由がある場合） 現行措置継続

社 アジア親善交流協会 外務省 49,587 その他（特段の理由がある場合） 現行措置継続

社 国際協力会 外務省 56,209 その他（特段の理由がある場合） 現行措置継続

財 交流協会
外務省
経済産業省

2,689,830 その他（特段の理由がある場合） 現行措置継続

財 日本国際医療団
外務省
厚生労働省

188,375
補助金等の年収比率を２／３未満にする改善計画の策定
が必要

14年度

社 国際農林業協力協会
外務省
農林水産省

363,554 補助金等の年収比率が２／３未満に改善 13年度

財 日韓産業技術協力財団
外務省
経済産業省

550,025 その他（特段の理由がある場合） 現行措置継続

財 日本税務協会 財務省 1,662,976 補助金等の年収比率が２／３未満に改善 17年度

財 内外学生センター 文部科学省 3,473,249 その他
平成16年度ま
でを目途

財 日本国際教育協会 文部科学省 29,082,920 その他
平成16年度ま
でを目途

財 核物質管理センター 文部科学省 1,879,679

その他（保障措置や核物質防護は、核不拡散条約をはじ
めとする国際的枠組みの実施等に係るものであり、原子
力の中でも極めて限られた専門的かつ特殊な分野で、そ
れ自体利益につながるものではなく、当該法人に対する
補助金等の年収比率を２／３未満にすることは極めて困
難である。理由を公表するとともに新たなルールを適
用）



種
類

対象公益法人 法人所管官庁
補助金等交付実績額

(千円)
措置方針 措置予定時期

財 日本分析センター 文部科学省 1,620,687

その他（本法人の業務は、国民の放射能による障害の防
止及びこれに対する国民の信頼を確保するためのもので
あり、それ自体利益につながるものではなく、当該法人
に対する補助金等の年収比率を２／３未満にすることは
極めて困難である。理由を公表するとともに新たなルー
ルを適用。）

財 電気・電子情報学術振興財団 文部科学省 221,900 補助金等の年収比率が２／３未満に改善 14年度

財 原子力研究バックエンド推進センター 文部科学省 689,172 補助金等の年収比率が２／３未満に改善
１７年度まで
に措置

財 健康・体力づくり事業財団
文部科学省
厚生労働省

1,141,665 補助金等の年収比率が２／３未満に改善 14年度

社 全国労働基準関係団体連合会 厚生労働省 12,796,240
補助金等の年収比率を２／３未満にする改善計画の策定
が必要

17年度

財 産業医学振興財団 厚生労働省 9,570,280 その他（理由を公表するとともに新たなルールを適用） 14年度

財 労災年金福祉協会 厚生労働省 2,306,101
補助金等の年収比率を２／３未満にする改善計画の策定
が必要

17年度

財 労災ケアセンター 厚生労働省 4,153,345
補助金等の年収比率を２／３未満にする改善計画の策定
が必要

17年度

社 国際厚生事業団 厚生労働省 308,722 補助金等の年収比率が２／３未満に改善
１７年度まで
に

財 ２１世紀職業財団 厚生労働省 7,727,915

その他（理由を公表するとともに新たなルールを適用）
但し、今後より適切に当該事業を実施できる独立行政法
人を設立しうる場合には、事業を当該独立行政法人で行
うことも検討する。

17年度



種
類

対象公益法人 法人所管官庁
補助金等交付実績額

(千円)
措置方針 措置予定時期

財 女性労働協会 厚生労働省 673,082

その他（理由を公表するとともに新たなルールを適用）
但し、今後より適切に当該事業を実施できる独立行政法
人を設立しうる場合には、事業を当該独立行政法人で行
うことも検討する。

17年度

財 こども未来財団 厚生労働省 2,757,929 補助金等の年収比率が２／３未満に改善 14年度

財 介護労働安定センター 厚生労働省 10,801,042
補助金等の年収比率を２／３未満にする改善計画の策定
が必要

17年度

財 友愛福祉財団 厚生労働省 587,361 その他（理由を公表するとともに新たなルールを適用） 17年度

財 医療保険業務研究協会 厚生労働省 3,528,251
補助金等の年収比率を２／３未満にする改善計画の策定
が必要

17年度

財 全国老人クラブ連合会 厚生労働省 471,728 補助金等の年収比率が２／３未満に改善 13年度

財 産業雇用安定センター 厚生労働省 2,878,188 補助金等の年収比率が２／３未満に改善 14年度

社 全国シルバー人材センター事業協会 厚生労働省 1,921,748
補助金等の年収比率を２／３未満にする改善計画の策定
が必要

17年度

財 高年齢者雇用開発協会 厚生労働省 61,611,568 その他（理由を公表するとともに新たなルールを適用） 14年度

財 日本職業協会 厚生労働省 45,206 補助金等の年収比率が２／３未満に改善 14年度



種
類

対象公益法人 法人所管官庁
補助金等交付実績額

(千円)
措置方針 措置予定時期

社 北海道雇用開発協会 厚生労働省 613,431 補助金等の年収比率が２／３未満に改善 12年度末

財 中国残留孤児援護基金 厚生労働省 514,707 その他（理由を公表するとともに新たなルールを適用） 14年度

財 健康・体力づくり事業財団 厚生労働省 1,141,665 補助金等の年収比率が２／３未満に改善 14年度

財 予防接種リサーチセンター 厚生労働省 188,031 その他（理由を公表するとともに新たなルールを適用） １７年度

財 エイズ予防財団 厚生労働省 963,974 その他（理由を公表するとともに新たなルールを適用） １７年度

財 藤楓協会 厚生労働省 987,099 その他（理由を公表するとともに新たなルールを適用） １７年度

財 ヒューマンサイエンス振興財団 厚生労働省 4,656,691 その他（理由を公表するとともに新たなルールを適用） １７年度

財 長寿科学振興財団 厚生労働省 687,445
補助金等の年収比率を２／３未満にする改善計画の策定
が必要

１７年度まで
に

社 全国勤労青少年ホーム協議会 厚生労働省 69,983
補助金等の年収比率を２／３未満にする改善計画の策定
が必要

１５年度

財 国際技能振興財団 厚生労働省 3,846,501 補助金等の年収比率が２／３未満に改善 12年12月

財 食生活情報サービスセンター 農林水産省 155,952
補助金等の年収比率を２／３未満にする改善計画の策定
が必要

17年度



種
類

対象公益法人 法人所管官庁
補助金等交付実績額

(千円)
措置方針 措置予定時期

財 食品流通構造改善促進機構 農林水産省 2,272,974 補助金等の年収比率が２／３未満に改善 13年度

財 食品産業センター 農林水産省 4,841,522 補助金等の年収比率が２／３未満に改善 14年度

社 大豆供給安定協会 農林水産省 593,084 その他（特段の理由がある場合） －

社 国際農業交流・食糧支援基金 農林水産省 12,744,912 その他（特段の理由がある場合） －

社 国際農林業協力協会 農林水産省 363,554 補助金等の年収比率が２／３未満に改善 13年度

財 農産業振興奨励会 農林水産省 144,964 補助金等の年収比率が２／３未満に改善 13年度

財 日本特産農産物協会 農林水産省 170,242 補助金等の年収比率が２／３未満に改善 13年度

財 甘味資源振興会 農林水産省 904,524 補助金等の年収比率が２／３未満に改善 13年度

財 食料・農業政策研究センター 農林水産省 84,749
補助金等の年収比率を２／３未満にする改善計画の策定
が必要

15年度

財 農村開発企画委員会 農林水産省 266,205
補助金等の年収比率を２／３未満にする改善計画の策定
が必要

17年度

財 日本土壌協会 農林水産省 214,236
補助金等の年収比率を２／３未満にする改善計画の策定
が必要

17年度

社 農林水産先端技術産業振興センター 農林水産省 4,953,717 補助金等の年収比率が２／３未満に改善 13年度



種
類

対象公益法人 法人所管官庁
補助金等交付実績額

(千円)
措置方針 措置予定時期

社 林業機械化協会 農林水産省 401,752 補助金等の年収比率が２／３未満に改善 14年度

社 大日本水産会 農林水産省 5,204,537 その他（特段の理由がある場合） －

財 魚価安定基金 農林水産省 1,351,898 その他（特段の理由がある場合） －

財 日韓・日中新協定対策漁業振興財団 農林水産省 6,010,261 補助金等の年収比率が２／３未満に改善 12年度

社 日本トロール底魚協会 農林水産省 252,585 補助金等の年収比率が２／３未満に改善 13年度

社 漁業情報サービスセンター 農林水産省 777,447 補助金等の年収比率が２／３未満に改善 13年度

財 漁場油濁被害救済基金
農林水産省、経済
産業省、国土交通
省

159,263 その他（特段の理由がある場合） －

社 日本栽培漁業協会 農林水産省 2,559,873 その他（特段の理由がある場合） －

財 日本テクノマート 経済産業省 2,054,988 補助金等の年収比率が２／３未満に改善 12年度

財 中東協力センター 経済産業省 922,563
補助金等の年収比率を２／３未満にする改善計画の策定
が必要

17年度

財 交流協会
外務省、
経済産業省

2,759,074 その他（特段の理由がある場合）

財 日韓産業技術協力財団
外務省、
経済産業省

550,025 その他（特段の理由がある場合）



種
類

対象公益法人 法人所管官庁
補助金等交付実績額

(千円)
措置方針 措置予定時期

社 アルコール協会 経済産業省 411,983 補助金等の年収比率が２／３未満に改善 12年度

社 ソーラーシステム振興協会 経済産業省 249,822 補助金等の年収比率が２／３未満に改善 13年度

社 ニューガラスフォーラム 経済産業省 312,244 補助金等の年収比率が２／３未満に改善 12年度

財 資源・環境観測解析センター 経済産業省 3,218,597
補助金等の年収比率を２／３未満にする改善計画の策定
が必要

16年度

社 日本べっ甲協会 経済産業省 201,815 その他（特段の理由がある場合）

財 新エネルギー財団 経済産業省 25,960,975 その他（特段の理由がある場合）

財 国際石油交流センター 経済産業省 1,467,093
補助金等の年収比率を２／３未満にする改善計画の策定
が必要

17年度

財 エルピーガス振興センター 経済産業省 945,211
補助金等の年収比率を２／３未満にする改善計画の策定
が必要

17年度

財 天然ガス導入促進センター 経済産業省 1,979,399 補助金等の年収比率が２／３未満に改善 13年度



種
類

対象公益法人 法人所管官庁
補助金等交付実績額

(千円)
措置方針 措置予定時期

財 原子力発電技術機構 経済産業省 19,954,412

その他：
　本法人に関しては、原子力安全規制の被規制者である
民間事業者からの中立性を極力確保することが求められ
ることから、民間事業者に本法人の事業費の１／３以上
の支弁を期待するのは不適当である。（営利法人への事
務委託は一層不適当である）。
　そのため、これらの原子力の安全確保に関する事務が
国民生活及び社会経済の安定等の公共上の見地から確実
に実施されることが不可欠な事務であり、かつ国の事務
の一環として行われるものであることを踏まえ、独立行
政法人への移管を検討する。なお、これが困難な場合に
は、現行の実施体制を継続することが必要である。

17年度までの
適切な時期に
措置を行うこ
とを検討中

社 電力土木技術協会 経済産業省 278,217 補助金等の年収比率が２／３未満に改善 14年度

社 全国ダンプカー協会
国土交通省（警察
庁）

68,032 補助金等の年収比率が２／３未満に改善 １４年度

財 公園緑地管理財団 国土交通省 7,083,260
補助金等の年収比率を２／３未満にする改善計画の策定
が必要

１７年度

財 地球環境戦略研究機関 環境省 2,553,623 補助金等の年収比率が２／３未満に改善 13年度


